
 

令和５年度（一社）全国測量設計業協会連合会 

関東地区協議会及び東京地区協議会との意見交換会 

 
日 時：令和 5 年 10 月 20 日（金）  14：00～15：30 

場 所：THE MARK GRAND HOTEL ３階 （SAKURA HALL）  

 

議 事 次 第 

 

司 会：関東地方整備局 企画部 

技術管理課 課長補佐 

 

   １．開  会                    

 

    ２．挨  拶 

  （１）関東地方整備局 企画部長 

  （２）（一社）全国測量設計業協会連合会 関東地区協議会会長 

 

   ３．関東地方整備局からの説明事項 

  （１）令和５年度関東地方整備局の取り組みについて 技術管理課長 

  （２）測量業行政の現状について 建設産業第二課長 

 

    ４．意見・要望 

    （１）人材の確保及び事業創出について 

    （２）入札契約制度について 

    （３）ＤＸに向けた三次元データの整備について 

 

                             

    ５．自由討議 

 

 

    ６．閉  会 

  （１）関東地方整備局 企画部 技術調整管理官 

  （２）（一社）全国測量設計業協会連合会 東京地区協議会会長代行 



 

  

配 付 資 料 一 覧 

 

１）一般社団法人 全国測量設計業協会連合会 配布資料 

 ・意見交換会提案議題 

 

２）関東地方整備局 配布資料 

 ・関東地方整備局の取り組みについて       資料－１ 

 ・測量業行政の現状について         資料－２ 

 ・関東地方整備局 回答       資料－３ 

（参考資料あり） 
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令和５年度（一社）全国測量設計業協会連合会
関東地区協議会及び東京地区協議会との意見交換会

令和5年10月20日

■（一社）全国測量設計業協会連合会
■関東地方整備局

関東地区協議会

東京地区協議会



令和５年度（一社）全国測量設計業協会連合会関東地区協議会及び東京地区協議会との意見交換会（進行表）

令和5年10月20日（金）14：00～15：30　於：THE MARK GRAND HOTEL ３階 （SAKURA HALL）

発言者 配付資料

14:00 開会 （進行：馬場課長補佐）

～ 14:10 (10分) 挨拶 関東地方整備局 関東地整　西川企画部長

一般社団法人　全国測量設計業協会連合会 関東地区協議会 関東地区協議会　佐藤会長

14:10 ～ 14:10 (分) 出席者紹介 　※資料確認含む 出席者一覧・配席表

《情報提供》

14:10 ～ 14:20 (10分) 関東地方整備局の取組

令和５年度関東地方整備局の取り組みについて 企画部  荒井技術管理課長 資料－１

測量業行政の現状について 建政部　村田建設産業第二課長 資料－２

《意見交換》

　〔協会側テーマ〕

14:20 ～ 14:50 (30分)

　〔自由討議〕

14:50 ～ 15:25 (35分)

《閉会》

15:25 ～ 15:30 (5分) 挨拶 関東地方整備局 企画部　須藤技術調整管理官

一般社団法人　全国測量設計業協会連合会 東京地区協議会 東京地区協議会　松林会長代行

１　業務環境の改善について　－ウィークリースタンスの取組－

２　若手技術者の人材確保・育成に向けた支援制度拡充

３　入札時における災害活動（協定締結企業、災害活動実施者）の評価

４　受注機会の確保に向けた総合評価落札方式の適切な運用

５　業務発注・実施における働き方改革への配慮

協会提案説明：
　１）関東地区協議会　千葉監事
　２）関東地区協議会　嶋田副会長
　３）関東地区協議会　吉竹構成員
　４）東京地区協議会　國方常務理事
　５）東京地区協議会　國方常務理事
回答：
　１）企画部　荒井技術管理課長
　２）企画部　荒井技術管理課長
　３）企画部　荒井技術管理課長
　４）　　　　　　－
　５）企画部　荒井技術管理課長

時　間 内　　容

１　地域を支える測量業の魅力を増し、人材を確保するための施策の要望
及び経営安定化のための事業創出について

２　入札参加要件における、地元業者を「本店」とする地理的条件設定業務の
増加について

３　道路のＤＸに向けたＧＩＳプラットフォームの早期構築と三次元データ整備の
発注について

協会提案説明：
　１）関東地区協議会　古里監事
　２）関東地区協議会　堀江副会長
　３）東京地区協議会　國方常務理事
回答：
　１）企画部　荒井技術管理課長
  　　河川部　佐々木水理水文分析官
  　　道路部　粕谷道路保全企画官
　２）企画部　荒井技術管理課長
　３）道路部　粕谷道路保全企画官

協会要望資料
資料－３
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（一社）全国測量設計業協会連合会関東地区協議会及び東京地区協議会との意見交換会　座席表
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令和５年度（一社）全国測量設計業協会連合会 関東地区協議会及び東京地区協議会との意見交換会

国土交通省 関東地方整備局

関東地方整備局の取組について

令和５年１０月２０日

資料－１



１．令和５年度 予算の概要

２．令和５年度 入札・契約、総合評価の実施方針

「建設コンサルタント業務等における入札・契約、総合評価に関する
運用ガイドライン」（令和５年度版）（主な新規・変更点）

３．品確法の改正を踏まえた公共工事の発注関係事務に関する指標の
目標値について

４．見積りによる歩掛の決定方法について

５．設計業務委託等技術者単価の改訂について

６．ワーク・ライフ・バランス等推進企業を評価する取組について
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１．令和５年度 予算の概要
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直轄事業費
４，６３０億円

[前年度比 1.02]

補助事業費
４，６７６億円

[前年度比 1.02]

道路 ２，４６５
[0.98]

治水 ８７８
[1.04]

港湾 ５５１
[0.98]

官庁営繕 １８１ [1.18] 

国営公園等 ６８ [0.96] 

都市水環境整備 ６３ [0.84]

空港 ３４９
[1.30]

海岸 ７５
[2.14]

市街地整備 １，６６６
[1.02]

住宅対策 ４０１
[0.98]

道路 １，８１７
[0.97]

治水 ３１６ [1.02]

港湾 ９４ [0.71]

下水道 ３５５
[1.74] 海岸 ８

[0.80]

※ 計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合がある。

（単位：億円） （単位：億円）

社会資本総合整備事業費
（社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金）

７，９１８億円
[前年度比 0.93]

国営公園等 １２ [0.87]
直轄 補助

※ [ 括弧書き ] は、対前年度比

関東地方整備局の令和５年度予算

○令和５年度の当初予算は1兆7,224億円（前年度比0.98）。
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16,114 

17,714 
18,738 

19,372 19,370 18,970 19,221 

20,942 
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17,604 17,224 

0
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10,000

15,000
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30,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5

防災・減災、国土強靭化のための
５か年加速化対策初年度分(3,589億円)を含む

R2年度第3次補正4,898億円

単位：億円

19,221

防災・減災、国土強靭化のため
の３か年緊急対策

19,665

防災・減災、国土強靭化のための
５か年加速化対策分(2,909億円)を含む

R3年度補正3,749億円

伸率
0.98

17,120

関東地方整備局の予算推移

○令和4年度補正予算は防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策分(2,938億円)を含め、3,243億円。
○令和5年度当初予算は1兆7,224億円（対前年度比0.98）

17,604

防災・減災、国土強靭化のための
５か年加速化対策分(2,938億円)を含む

R4年度補正3,243億円

R５当初予算
17,224億円
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参 考
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２．令和５年度 入札・契約、総合評価の実施方針

「建設コンサルタント業務等における
入札・契約、総合評価に関する

運用ガイドライン」（令和５年度版）
（主な新規・変更点）
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３．品確法の改正を踏まえた公共工事の発注

関係事務に関する指標の目標値について
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①地域平準化率（履行期限の分散）
国等・都道府県・政令市の発注業務の第４四半期履行期限設定割合

②低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
（ダンピング対策）
都道府県・政令市の発注業務に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合

全国統一指標

関東ブロック独自指標

③ウィークリースタンスの実施（履行状況の確認）
国等・都県・政令市の発注工事に対する業務成果の品質が適切に確保されるよう、適正な業務執⾏を図るため、
ウィークリースタンスの適⽤等により業務環境改善方策の取り組みが実施されているか

・・・・ 令和２年５月２０日本省記者発表

・・・・ 令和２年度関東ブロック発注者協議会（令和２年７月２２日書面開催）

品確法の改正を踏まえた公共工事の発注関係事務に関する

新・全国統一指標、地域独自指標の一覧（業務）

16
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項目と指標分類(業務)
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４．見積りによる歩掛の決定方法について

20



21



22



５．設計業務委託等技術者単価の改定について
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２．令和５年度技術者単価の概要
○今回の決定により、全職種単純平均で対前年度比５．４％引き上げられることになります。

○ １１年連続の引き上げにより、全職種単純平均値が４４，４５５円となり、公表を開始した平成９年度以降で最
高値を更新しました。

【全職種平均】44,455円 対前年度比+5.4% （H24比＋40.4％）

(内訳)                                  対前年度比 （H24比）

設計業務 平均 53,671円 ＋7.1％ （＋37.8%）

測量業務 平均 37,700円 ＋5.2％ （＋63.1%）

航空・船舶関係業務 平均 40,580円 ＋1.5％ （＋33.3%）

地質調査業務 平均 40,667円 ＋6.9％ （＋46.4%）

表-1 全職種平均前年比の伸び率

H25 ＋1.2% H30 ＋3.0%

H26 ＋3.2% H31 ＋3.7%

H27 ＋4.7% R2 ＋3.1%

H28 ＋3.8% R3 ＋1.6%

H29 ＋3.1% R4 ＋3.2%

H24比 ＋40.4%

設計業務委託等技術者単価の改定
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６．ワーク・ライフ・バランス等推進企業を
評価する取組について
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国土交通省 関東地方整備局

測量業行政の現状について

令和５年１０月２０日

令和５年度（一社）全国測量設計業協会連合会 関東地区協議会及び東京地区協議会との意見交換会 資料－２



１．測量業者の登録数 P 3

・測量業者登録数（全国・関東）

・測量業者登録数（管内都県別）

２．登録申請 P 5

・登録申請における主な指摘事項等

・【参考】申請書類提出に当たっての必要書類一覧

2



測量業者登録数（全国・関東）

関東地方整備局管内の測
量業者登録数は、令和４年
度末現在で3,362業者であ
り、全国の約３割を占めて
いる。

登録業者数は、平成15年
度をピークに減少傾向が続
いており、令和４年度末に
おいても、令和３年度末と
比べ41業者減少し、平成15
年度末と比べ826業者減少
している。

１．測量業者の登録数

H１５ H３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

全国 14,750 11,800 11,707 11,630 11,576 11,479

関東 4,188 3,436 3,444 3,418 3,403 3,362

前年比
（関東）

- ▲ 45 8 ▲ 26 ▲ 15 ▲ 41

H15比
（関東）

- - - - - ▲ 826

3



測量業者登録数（管内都県別）

関東地整管内における都県別の登録業者数は、東京都が令和４
年度末現在で953業者であり、関東の約３割を占めている。

登録業者数の推移では、平成15年度以降各都県で減少傾向を示
しており、令和３年度末との比較においても、関東地整管内は全
体的に減少している。関東地整管内でも17業者の増加に転じてい
ます。都県別登録業者数

管内都県
Ｈ１５ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

業者数 業者数 前年比 業者数 前年比 業者数 前年比 業者数 前年比 業者数 前年比 H15比

茨城県 373 353 ▲ 6 353 0 342 ▲ 11 335 ▲ 7 326 ▲ 9 ▲ 47

栃木県 239 202 3 204 2 203 ▲ 1 199 ▲ 4 198 ▲ 1 ▲ 41

群馬県 254 174 ▲ 1 174 0 170 ▲ 4 168 ▲ 2 168 0 ▲ 86

埼玉県 458 403 ▲ 5 405 2 398 ▲ 7 394 ▲ 4 393 ▲ 1 ▲ 65

千葉県 513 393 ▲ 12 395 2 394 ▲ 1 394 0 381 ▲ 13 ▲ 132

東京都 1,315 972 ▲ 7 974 2 975 1 972 ▲ 3 953 ▲ 19 ▲ 362

神奈川県 562 549 ▲ 10 548 ▲ 1 550 2 552 2 547 ▲ 5 ▲ 15

山梨県 151 131 ▲ 1 135 4 134 ▲ 1 132 ▲ 2 134 2 ▲ 17

長野県 323 259 ▲ 6 256 ▲ 3 252 ▲ 4 257 5 262 5 ▲ 61

合 計 4,188 3,436 ▲ 45 3,444 8 3,418 ▲ 26 3,403 ▲ 15 3,362 ▲ 41 ▲ 826

全 国 計 14,750 11,800 ▲ 117 11,707 ▲ 93 11,630 ▲ 77 11,576 ▲ 54 11,479 ▲ 97 ▲ 3,271

4



２．登録申請

１）役員変更等の変更登録申請漏れ（変更の事由が生じたら遅滞なく）

２）財務に関する報告書の未提出（毎事業年度終了日から３ヶ月以内）

→ 登録証明書の発行保留、更新申請手続きの中断になります。

３）更新申請漏れによる更新切れ消除手続き

→ 登録を要する場合、あらためて新規登録申請が必要になります。

４）各種申請・報告時の必要書類添付漏れ

本省ホームページ掲載「申請書類提出に当たっての必要書類一覧」を必ず確認

のうえ提出してください。

登録申請における主な指摘事項等

◎不明な点は、当局 建政部 建設産業第二課 測量業係
へ事前にご相談ください。

〈参考〉測量業の登録に関する情報（国土交通本省ホームページ）
URL https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000209.html
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令和５年１０月２０日 

 

（一社）全国測量設計業協会連合会 

関東地区協議会 

東京地区協議会 

 

令和５年度関東地方整備局との意見交換（案） 

《意見・要望》 

１ 地域を支える測量業の魅力を増し、人材を確保するための施策の要望 

及び経営安定化のための事業創出について 

 

改正国土強靱化基本法が成立し、「防災・減災、国土強靱化のための５か年

加速化対策」の後継となる計画策定が、重点推進施策内容と事業規模を明示し

たうえでなされるものと期待しているところです。この施策を適切に執行する

ためには、測量設計業を含む建設産業全体の発展が欠かせないものと考えてお

り、そのためには企業が人材投資、設備投資を計画的に行う環境づくりが欠か

せません。 

ご高尚の通り、建設産業全体において人材の不足に悩み、事業や技術の継承

が危ぶまれる状況にあり、すでに、地域を支える測量業者が廃業、縮小を余儀

なくされている状況にあります。 

つきましては、以下の事項について要望・提案いたします。 

① 賃金を上げ、企業の投資を拡大するための要望 

企業としては、十分な賃金水準、十分な利益水準を確保することが必要

であり、日額人件費の継続的なアップと、最低でも人件費のアップ率を上

回る継続的な予算の拡大をすること。 

また、地方自治体においては、低入札調査基準価格や最低制限価格を設

定していないところもいまだ存在していますが、多くの自治体が国の定め

る調査基準価格の率を採用していますので、賃上げを阻み、投資を妨げる

コスト競争を避けるため、調査基準価格の率のアップも行うこと。 

② 道路・河川等の公共インフラ強靭化のための３次元台帳整備事業の提案 

新しい国土強靱化基本計画（素案）を拝見すると、国土交通省の実施す

る施策として、無電柱化や沿道建物倒壊防止などの緊急輸送道路等に関連

する施策、中小河川も含めた河川整備に係る計画の作成・見直しなどの流

域治水に関連する施策等、公共インフラの強靭化を進めるものが多くみら



れます。道路台帳、河川台帳の整備は法律で定められ、それぞれ管理者に

より実施されているところですが、公共インフラの強靭化を着実かつ効率

的に進めるには、国の進めている「３次元データを活用した河川管理」の

手法を地方自治体においても実施することが有益と考えます。 

ついては、まずは緊急輸送道路や氾濫の危険のある河川を優先して、Ｕ

ＡＶや３次元スキャナ、ＭＭＳ等を用いた３次元道路台帳（地下埋設物も

含めて）・河川台帳を作成することを地方自治体においても義務付け、あ

わせてその予算措置（補助金）を検討いただくこと。 

  



２ 入札参加要件における、地元業者を「本店」とする地理的条件設定業務の増加に 

ついて 

 

昨年も提案させていただき、対応にご配慮いただいておりますが、その件

数・割合ともまだ低く、地元業者の活躍の場が少ない状況であります。 

近年における社会経済状況の変化や頻発・激甚化する自然災害を踏まえ、地

域の社会資本整備の一翼を担う測量設計業者の役割はますます重要となってお

ります。特に、地元業者は災害時には直ちに現地に入り、被災状況の迅速な調

査を行うなど、早期の復旧・復興のため、「地域の守り手」として大きな役割

を果たしており、将来にわたり地元業者の経営安定は欠かせないものでありま

す。 

また、改正品確法等を受け、喫緊の課題であります「担い手の確保・育成」

や「働き方改革」への対応、さらに災害時の対応力としての地元業者存続のた

めにも、安定的かつ持続的な業務量の確保が必須であります。 

これら災害への対応はもとより、業務の遂行には、優れた技術者の確保や継

続教育の実施が必要不可欠であり、協会員は、人材確保・育成にも最大限取り

組んでいるところです。 

また、急速に普及するＵＡＶの活用や三次元点群測量にも対応可能な機器

（ＵＡＶレーザ測量機器及び地上レーザ測量機器等）の保有と併せて、測量計

測技術に精通する地元業者も年々増えております。 

 今後、自然災害に対する国土強靱化の基本目標である「安全・安心な国土・

地域・経済社会の構築」には、我々地元業者の存在・役割は極めて重要である

と考えます。 

 つきましては、入札参加要件 は、地理的条件（本店縛り）を基本とし、実

績要件には同種業務だけでなく類似業務も積極的に採用していただく等、地

元業者の受注機会の拡大ができますよう要望いたします。 



３ 道路のＤＸに向けたＧＩＳプラットフォームの早期構築と三次元データ整備の発注  

について 

 

貴局におかれましては、国土交通省の「インフラ分野のＤＸアクションプラ

ン」に基づき、「関東地方整備局インフラＤＸ推進本部会議」の道路ＷＧでは

ＧＩＳプラットフォームの構築、河川ＷＧでは三次元河川管内図プラットフォ

ーム構築を進めていると理解しております。 

令和５年６月の第５回推進本部会議資料によりますと、河川ＷＧでは、令和

４年度に三次元管内図（試行版）の概成、プラットフォーム基本仕様検討が行

われ、令和５、６年度に各種データ等応用情報の整備を図りつつプラットフォ

ームの構築を行い、令和７年度から三次元管内図プラットフォームの全河川運

用開始を目指しています。一方、道路ＷＧでは、令和４年度に東京国道品川出

張所管内のＧＩＳプラットフォームの運用を開始し、令和５年度中に東京国道

管内全エリアでの運用開始を目指していると理解しております。 

貴局管内は首都圏をほぼ包含しており、そのインフラ分野のＤＸ推進は、全

国の社会資本整備・管理の高度化、効率化、ひいては我が国の政治、経済等の

高次中枢機能に与える影響が大きいことから、貴局管内全域における道路ＧＩ

Ｓプラットフォームの迅速な構築と早期運用が望ましいと考えます。 

このため、東京国道管内以外の事務所管内における道路区域の三次元データ

整備の早期発注を要望します。また、点群データの計測・取得など、三次元デ

ータ整備関連業務を積極的に測量設計業者に発注していただくとともに、でき

るだけ多くの測量設計業者が参入可能となるよう発注単位の規模に配慮される

よう要望します。 

 

 

  



《自由討議》 

１ 業務環境の改善について －ウィークリースタンスの取組－ 

 

働き方改革関連法が施行され、日本の労働慣行が大きく変わろうとしていま

す。ワークライフバランスが重視され、時間外労働の上限規制も課題となって

います。課題の解決策の一つとして、令和元年６月に改正された「公共工事の

品質確保の促進に関する法律」第２２条に基づく発注関係事務の運用に関する

指針（運用指針）を踏まえ、令和３年度以降に契約した全ての業務を対象に、

業務環境の改善に向けた取組を定めた実施要領が策定されました。業務の実施

にあたっては、発注者が受注者に作業依頼を行う場合においては、作業内容に

応じた適正期間を設けることとするほか、以下の取組み項目①～⑤の項目につ

いては原則実施するものとし、また、その他の項目についても積極的に取り組

むものとするとなっております。 

①月曜日を依頼の期限日としない（マンデー・ノーピリオド） 

②水曜日は定時の帰宅を心掛ける（ウェンズデー・ホーム） 

③土・日曜に休暇が取れるように金曜日には依頼しない（フライデー・ノー   

リクエスト） 

④昼休みや午後 5時以降の打合せをしない（ランチタイム・オーバーファイ 

ブ・ノーミーティング） 

⑤定時間際、定時後の依頼、打合せをしない（イブニング・ノーリクエス 

ト） 

⑥金曜日も定時の帰宅を心掛ける 

⑦その他、任意で設定する取組（受発注者で合意した事項） 

以上のことを、初回業務打合せ時に、受発注者間で確認・調整のうえ業務環

境改善様式【初回打合せ用】に記入し、打ち合わせ記録簿に添付することにな

っていますが、この取り組みが機能していないのが現実です。発注者側担当者

にも周知徹底していただき業務環境の改善がされるようお願いいたします。 

  



２ 若手技術者の人材確保・育成に向けた支援制度拡充 

 

地域の中小企業にとって若手技術者の人材確保は、非常に困難な状況にあり

ます。 

近年、新規就職者の減少も影響し、大卒・高卒採用については、技術系学校

の就職先は、公務員そして大手建設業などの安定性や資本力・福利厚生の充実

している大きい企業が優先主体となっております。そこで、地域の協会員は、

測量設計の専門分野を履修していない生徒・学生に対しても、理系・文系・普

通科問わず採用を広げ、入社してから育成に尽力をし始めている状況です。 

協会員の中では、自社で育成教育が困難なため、測量課程のある専門学校へ

在職のまま入学させ、技術技能を修得させて技術者にしたいというシステム構

築を模索しております。地域の中小企業にとっては、経営的にも非常に負担の

大きい案件です。自社内において育成する場合でも、人的・時間的・経済的負

担のかかる案件です。 

高齢化により、技術者が毎年退任する現在、知識・経験・技術・技能の継続

伝承のため、次世代を支える担い手の確保・育成は喫緊の課題となっておりま

す。 

協会員一同、建設ＤＸ・働き方改革・担い手育成等、努力し続けていく所存

です。 

国土交通省におかれましても、各種支援の施策をされていると存じますが、

測量設計業界は一般に認知度が低い業界ですので、例えば、小学生・中学生へ

のＰＲ、新規就職活動者への啓蒙広報、若手技術者育成に係わる経済的補助制

度など、さらなる拡充のご検討をお願いいたします。 

  



３ 入札時における災害活動（協定締結企業、災害活動実施者）の評価について 

 

近年、災害が頻発化、激甚化、広域化しており、発災後の緊急調査や復旧事

業への対応に協会としても積極的に取り組んでいるところです。 

 災害対応については、各整備局または各出先機関と協定を締結しており、平

常時においても地域におけるボランティア活動にも尽力しているところです。 

また、災害発生の際は、地域企業としていち早く緊急調査を実施し、一刻も早

く復旧・復興するために地域の状況を熟知した技術者が活動しております。 

 つきましては、災害活動を優先的に取り組む必要から、既に着手している通

常業務について、工期の見直し等の配慮をお願いいたします。 

 また、日頃から安心して暮らせる地域づくりに取り組んでいる協会の構成企

業に対して、災害協定締結への加点と災害活動実績への加点の２段階加点方式

を取り入れていただきたく要望いたします。 



４ 受注機会の確保に向けた総合評価落札方式の適切な運用 

 

より多くの測量設計業者に受注機会を与えていただきたく、総合評価落札方

式の運用について、下記に示す事項についてご検討願います。 

① 一括審査方式のより一層の活用 

受発注者双方の入札手続きの効率化の観点で平成２８年８月から導入され

ている一括審査方式は、同時に発注される複数業務において同じ管理技術者

での重複受注が認められないことから、より多くの企業に受注機会が与えら

れる効果があります。このため、同方式のより一層の活用をお願いします。 

② 実施能力評価拡大型における実施方針の適切な評価 

受注実績がない企業の参入機会の確保及び不調対策を目的として令和４年

８月から試行運用されている総合評価落札方式（簡易型：実施能力評価拡大

型）の最近の評価結果を見ると、実施方針の評価値が全ての参加企業におい

て満点となっており、結果的に参加企業による技術力の差が不明確になって

いる例が見られます。このため、実施方針の課題設定にあたり、参加企業の

技術力をより明確に把握できる課題の設定をご検討願います。 

③ 実施能力評価拡大型における地理的条件とその他の評価項目の配点バラン

スの見直し 

総合評価落札方式（簡易型：実施能力評価拡大型）の最近の評価結果を見

ると、地理的条件（本店所在地）の評価ウェイトが高いことから、上記②の

ように実施方針の評価で差がない場合、結果的に地理的条件のみで落札企業

が決定している例が見られます。このため、上記②の対応に加え、主任技術

者の経験及び能力等地理的条件以外の評価項目と地理的条件の配点バランス

の見直しをご検討願いします。 

④ 同一内容同時発注業務の実施能力評価拡大型の地理的条件運用の提案 

上記③に述べたような事例が生じていることから、当該方式において同一

内容業務が同時に複数発注される場合、上記①の一括審査方式の活用に加

え、周辺都県の業者にも受注機会を与えるべく、地理的条件について、本店

所在地のある業者に高い加点を付与する案件と本・支店・営業所のある業者

に同一の加点をする案件をバランスよく発注するような運用をご検討願いま

す。 

 

 

 

 

 



５ 業務発注・実施における働き方改革への配慮 

 

測量設計業の担い手確保と、働き方改革のため、下記に示す事項についてご

検討願います。 

① 平準化のための年度末工期の柔軟な適用 

働き方改革の観点から、近年では年度末工期を減らす取組を進めていただ

いていますが、中には業務着手後、諸事情により年度末迄の工期延伸が必要

になる場合があります。その際には業務の実態に合わせて受発注者間の協議

の上年度末への工期延伸も許容して下さるようご配慮願います。 

年度末工期を避けるため、履行期限の前倒しに取り組んでいただいていま

すが、発注時期につきましても前倒しに取り組んでいただき、実質工期が短

縮されることのないようご配慮願います。 

② 業務着手後の業務内容・数量の増加の場合の適切な工期延伸 

業務着手後、諸事情により発注者側から受注者に対して業務内容や数量の

増加についての協議をなされる場合がありますが、変更内容に即した工期延

伸についても同時に協議がなされるようご配慮願います。 
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　改正国土強靱化基本法が成立し、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の後継となる計画策定が、重点推
進施策内容と事業規模を明示したうえでなされるものと期待しているところです。この施策を適切に執行するためには、測量設
計業を含む建設産業全体の発展が欠かせないものと考えており、そのためには企業が人材投資、設備投資を計画的に行う環
境づくりが欠かせません。
　ご高尚の通り、建設産業全体において人材の不足に悩み、事業や技術の継承が危ぶまれる状況にあり、すでに、地域を支え
る測量業者が廃業、縮小を余儀なくされている状況にあります。
つきましては、以下の事項について要望・提案いたします。

①　賃金を上げ、企業の投資を拡大するための要望
　企業としては、十分な賃金水準、十分な利益水準を確保することが必要であり、日額人件費の継続的なアップと、最低でも人
件費のアップ率を上回る継続的な予算の拡大をすること。
　また、地方自治体においては、低入札調査基準価格や最低制限価格を設定していないところもいまだ存在していますが、多
くの自治体が国の定める調査基準価格の率を採用していますので、賃上げを阻み、投資を妨げるコスト競争を避けるため、調
査基準価格の率のアップも行うこと。

②　道路・河川等の公共インフラ強靭化のための３次元台帳整備事業の提案
　新しい国土強靱化基本計画（素案）を拝見すると、国土交通省の実施する施策として、無電柱化や沿道建物倒壊防止などの
緊急輸送道路等に関連する施策、中小河川も含めた河川整備に係る計画の作成・見直しなどの流域治水に関連する施策等、
公共インフラの強靭化を進めるものが多くみられます。道路台帳、河川台帳の整備は法律で定められ、それぞれ管理者により
実施されているところですが、公共インフラの強靭化を着実かつ効率的に進めるには、国の進めている「３次元データを活用し
た河川管理」の手法を地方自治体においても実施することが有益と考えます。
　　ついては、まずは緊急輸送道路や氾濫の危険のある河川を優先して、ＵＡＶや３次元スキャナ、ＭＭＳ等を用いた３次元道
路台帳（地下埋設物も含めて）・河川台帳を作成することを地方自治体においても義務付け、あわせてその予算措置（補助金）
を検討いただくこと。

① 令和５年度の設計業務委託等技術者単価は、全職種単純平均で対前年度比５．４％引き上げられ、全職種単純平均値が４
４，４５５ 円となり、平成９年度以降で最高値を更新しました。測量業務については、対前年比5.2％引き上げられ、平均が37,700
円となっております。今後も市場の賃金実態を反映した単価となるよう、引き続き、技術者単価への反映のため毎年実施してい
る「技術者給与実態調査」へのご協力をお願いいたします。
　 測量設計業は、社会資本整備における各事業の最上流部に位置し、事業全体に大きく影響する重要な業務です。今後の関
東地方整備局の事業を円滑に執行するため、令和６年度においても必要な予算を確保したうえで、測量等の業務を適時・適切
に発注して参ります。
　 また、低入札調査基準価格については、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律においては、適宜見直す
こととされておりますので、本要望につきましては、国土交通本省へ伝えて参ります。

②現在、関東地方整備局では、令和３年７月に「関東地方整備局インフラＤＸ推進本部」を発足、令和３年１０月には「インフラ分
野のＤＸ推進に向けたロードマップ」を策定して、インフラ分野のＤＸ推進に向けた取組を行っているところです。
　インフラ分野の DX を推進するために、各 WG の取組について部局横断的に情報を共有し、各々の WG における取組に活
用･反映することを目的に開催しております。
　河川ＷＧにおいては、３次元データやＡＩ、新技術等を活用し、各種業務の効率化・高度化を図ることを目指しております。
　現在、三次元データを活用し、管内図を立体的に表現するとともに、河川に関する情報を集約し、一元管理することにより、誰
もが理解しやすく、迅速なデータ活用を可能とした、三次元河川管内図の整備を令和７年度に運用開始を目標に行っておりま
す。
　なお、国が進めている「３次元データを活用した河川管理」の手法を地方自治体に周知してまいります。
　
　 道路WGにおいては、道路情報の統合化として、道路基盤地図をベースに台帳やMMSなどの各種データを一元的に蓄積し、
処理するGISプラットフォームを構築し、活用することで労働生産性の向上を図る取り組みを行っています。現在、東京国道事務
所管内において先行して環境を整備しており、今後、他事務所への展開を目指しています。
 　また、道路では全国の直轄国道等を対象として、道路基盤地図情報及び道路台帳付図を整備・公開（閲覧・取得）する環境
を構築しているところです。
　これらの取り組みについても、地方自治体に情報提供してまいります。
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　昨年も提案させていただき、対応にご配慮いただいておりますが、その件数・割合ともまだ低く、地元業者の活躍の場が少な
い状況であります。

　近年における社会経済状況の変化や頻発・激甚化する自然災害を踏まえ、地域の社会資本整備の一翼を担う測量設計業者
の役割はますます重要となっております。特に、地元業者は災害時には直ちに現地に入り、被災状況の迅速な調査を行うな
ど、早期の復旧・復興のため、「地域の守り手」として大きな役割を果たしており、将来にわたり地元業者の経営安定は欠かせな
いものであります。

　また、改正品確法等を受け、喫緊の課題であります「担い手の確保・育成」や「働き方改革」への対応、さらに災害時の対応力
としての地元業者存続のためにも、安定的かつ持続的な業務量の確保が必須であります。

　これら災害への対応はもとより、業務の遂行には、優れた技術者の確保や継続教育の実施が必要不可欠であり、協会員は、
人材確保・育成にも最大限取り組んでいるところです。

　また、急速に普及するＵＡＶの活用や三次元点群測量にも対応可能な機器（ＵＡＶレーザ測量機器及び地上レーザ測量機器
等）の保有と併せて、測量計測技術に精通する地元業者も年々増えております。

　今後、自然災害に対する国土強靱化の基本目標である「安全・安心な国土・地域・経済社会の構築」には、我々地元業者の
存在・役割は極めて重要であると考えます。

　つきましては、入札参加要件は、地理的条件（本店縛り）を基本とし地元業者の受注機会の拡大ができますよう要望いたしま
す。

災害対応を含む、地域における社会資本を支える担い手確保・育成等の観点から、発注する都県の地域内における企業の「本
店、支店又は営業所」の有無を参加要件とする「地域要件の設定」を試行的に実施しています。

発注する都県の地域内に「本店」を有することを参加要件とする、いわゆる「本店しばり」は、十分な競争性の確保、業務特性・
内容、業務規模等を勘案のうえ、測量業務については、総合評価落札方式（簡易型）で発注する現地作業を含む業務には原
則として適用しているところですが、競争性（競争参加可能者数）が十分確保されるよう設定を行い、発注しています。

令和４年度　実績　　測量業務契約件数　　　　　　　　　　　　　 １９６件
　　　　①196件のうち、「本店縛り」発注件数　　　　　　　　　　　　 69件（35.2％）（69/196）
          　※本店受注件数　５６件
　　　　②196件のうち、「本店、支店又は営業所縛り」発注件数　82件（41.8％）（82/196）
  　　　　　※本店受注件数　３８件
 　「本店縛り」による発注件数は昨年度より増加しております。

引き続き、事業促進に向け、地域における社会資本を支える担い手確保・育成等の観点から試行を実施していきます。
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　貴局におかれましては、国土交通省の「インフラ分野のＤＸアクションプラン」に基づき、「関東地方整備局インフラＤＸ推進本
部会議」の道路ＷＧではＧＩＳプラットフォームの構築、河川ＷＧでは三次元河川管内図プラットフォーム構築を進めていると理
解しております。
　
  令和５年６月の第５回推進本部会議資料によりますと、河川ＷＧでは、令和４年度に三次元管内図（試行版）の概成、プラット
フォーム基本仕様検討が行われ、令和５、６年度に各種データ等応用情報の整備を図りつつプラットフォームの構築を行い、令
和７年度から三次元管内図プラットフォームの全河川運用開始を目指しています。一方、道路ＷＧでは、令和４年度に東京国
道品川出張所管内のＧＩＳプラットフォームの運用を開始し、令和５年度中に東京国道管内全エリアでの運用開始を目指してい
ると理解しております。
　
  貴局管内は首都圏をほぼ包含しており、そのインフラ分野のＤＸ推進は、全国の社会資本整備・管理の高度化、効率化、ひい
ては我が国の政治、経済等の高次中枢機能に与える影響が大きいことから、貴局管内全域における道路ＧＩＳプラットフォーム
の迅速な構築と早期運用が望ましいと考えます。

　このため、東京国道管内以外の事務所管内における道路区域の三次元データ整備の早期発注を要望します。また、点群
データの計測・取得など、三次元データ整備関連業務を積極的に測量設計業者に発注していただくとともに、できるだけ多くの
測量設計業者が参入可能となるよう発注単位の規模に配慮されるよう要望します。

 道路区域のMMSによる三次元データにつきましては、地整発注、事務所発注含め令和４年度までに全路線のデータを取得し
ています。
 また、取得したデータは、公募により選定された（一財）日本デジタル道路地図協会を提供事業者として三次元点群データ等の
提供事業を開始しているところです。（R4.8.19記者発表）
 今後、MMSデータの取得にあたっては、他地整の取得時期とも整合を図りながら発注単位規模も考慮しながら進めていく予定
です。
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１．建設コンサルタント業務の契約状況
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国土交通省
関東地方整備局

■契約状況（契約方式別：Ｈ３０年度～Ｒ４年度）

※予定価格１００万円未満の少額随契及び単価契約を除く。港湾空港を除く。

○契約件数は近年、概ね横ばいとなっているが、契約額は毎年、技術者単価を適切に反映しつつ、低入札価格基準
の見直しも影響し、年々上昇傾向であり、Ｒ４年度はＨ３０年度に比べ１．２倍。

建設コンサルタント業務等の契約状況（過去5年間、契約方式別）

Ｒ４年度はＨ３０年に比べ１．２倍 （Ｒ５．３月末時点）

年度 H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度 Ｒ3年度 Ｒ4年度 平均
（単位：件）

件数 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率
①プロポ 393 27.8% 410 27.4% 416 27.5% 447 28.2% 424 30.2% 418 28.2%
②総合評価 1001 70.9% 1042 69.5% 1084 71.6% 1117 70.6% 974 69.4% 1043.6 70.4%

標準（1：3） 102 7.2% 130 8.7% 122 8.1% 147 9.3% 90 6.4% 118.2 7.9%
標準（1：2） 169 12.0% 137 9.1% 192 12.7% 165 10.4% 186 13.2% 169.8 11.5%
標準（1：1） 730 51.7% 775 51.7% 770 50.9% 805 50.9% 698 49.7% 755.6 51.0%

③価格競争 0.0% 2 0.1% 1 0.1% 0.0% 0.0% 0.6 0.0%
④随意契約 18 1.3% 45 3.0% 13 0.9% 19 1.2% 6 0.4% 20.2 1.4%

計 1412 100% 1499 100% 1514 100% 1583 100% 1404 100% 1482.4 100%

年度 H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度 Ｒ3年度 Ｒ4年度 平均
（単位：百万）

契約額 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率
①プロポ 12,788 24.6% 15,996 27.1% 16,434 25.6% 18,261 25.9% 17,204 27.3% 16,136 26.1%
②総合評価 39,029 75.1% 41,877 71.0% 47,616 74.2% 51,938 73.6% 45,654 72.6% 45,223 73.3%

標準（1：3） 4,248 8.2% 7,497 12.7% 6,355 9.9% 8,998 12.8% 4,368 6.9% 6,293 10.1%
標準（1：2） 14,124 27.2% 10,024 17.0% 15,336 23.9% 13,370 18.9% 16,005 25.4% 13,772 22.5%
標準（1：1） 20,658 39.8% 24,355 41.3% 25,924 40.4% 29,569 41.9% 25,280 40.2% 25,157 40.7%

③価格競争 0 0.0% 77 0.1% 36 0.1% 0 0.0% 0 0.0% 23 0.0%
④随意契約 140 0.3% 1,067 1.8% 47 0.1% 362 0.5% 49 0.1% 333 0.5%

計 51,957 100% 59,016 100% 64,133 100% 70,560 100% 62,906 100% 61,714 100%

プロポ
30.2%

標準型１：３

6.4%

標準型

１：２

13.2%

簡易型１：１

49.7

価格競争
0%

随意契約
0.4%

プロポ, 
27.3%

標準型１：３, 
6.9%

標準型１：２, 
25.4%

簡易型１：１, 
40.2%

価格競争, 
0.0%

随意契約, 
0.1%
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
こちらの表は契約方式別に示した図表になります。契約状況については、プロポーザルが約3割、総合評価の1:2及び1:３それぞれ約１割、総合評価1:3が約５割を占めている状況となっています。



国土交通省
関東地方整備局

年度 H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度 Ｒ3年度 Ｒ4年度 平均
（単位：件）

件数 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率
土木 949 67.2% 983 65.6% 1007 66.5% 1052 66.5% 987 70.3% 995.6 67.2%

発注者支援 272 19.3% 241 16.1% 288 19.0% 267 16.9% 283 20.2% 270.2 18.2%
土木コンサル 677 47.9% 742 49.5% 719 47.5% 785 49.6% 704 50.1% 725.4 48.9%

測量 216 15.3% 261 17.4% 217 14.3% 211 13.3% 196 14.0% 220.2 14.9%
地質 69 4.9% 74 4.9% 75 5.0% 90 5.7% 62 4.4% 74 5.0%
建築 41 2.9% 49 3.3% 59 3.9% 54 3.4% 33 2.4% 47.2 3.2%
補償 137 9.7% 132 8.8% 156 10.3% 176 11.1% 126 9.0% 145.4 9.8%

計 1412 100% 1499 100% 1514 100% 1583 100% 1404 100% 1482.4 100%

年度 H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度 Ｒ3年度 Ｒ4年度 平均
（単位：百万）

契約額 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率
土木 42,305 81.4% 46,240 78.4% 51,336 80.0% 55,851 79.2% 52,287 83.1% 49,604 80.4%

発注者支援 19,341 37.2% 15,548 26.3% 21,297 33.2% 20,205 28.6% 22,891 36.4% 19,856 32.2%
土木コンサル 22,964 44.2% 30,692 52.0% 30,040 46.8% 35,646 50.5% 29,396 46.7% 29,747 48.2%

測量 4,561 8.8% 6,547 11.1% 5,979 9.3% 6,720 9.5% 5,089 8.1% 5,779 9.4%
地質 1,562 3.0% 1,900 3.2% 1,972 3.1% 2,786 3.9% 1,841 2.9% 2,012 3.3%
建築 618 1.2% 1,315 2.2% 1,344 2.1% 700 1.0% 665 1.1% 928 1.5%
補償 2,911 5.6% 3,014 5.1% 3,501 5.5% 4,503 6.4% 3,025 4.8% 3,391 5.5%

計 51,957 100% 59,016 100% 64,133 100% 70,560 100% 62,906 100% 61,714 100%

■契約状況（業種別：Ｈ３０年度～R４年度）

※予定価格１００万円未満の少額随契及び単価契約を除く。港湾空港を除く。

建設コンサルタント業務等の契約状況（過去5年間、業種別）

○業種別契約件数も近年、概ね横ばいとなっている。

（Ｒ５．３月末時点）

土木コンサル, 
50.1%

発注者支援, 
20.2%

測量, 
14.0%

地質, 
4.4%

建築, 
2.4%

補償, 
9.0%

土木コンサル, 
46.7%

発注者支援, 
36.4%

測量, 
8.1%

地質, 
2.9%

建築, 
1.1%

補償, 
4.8%
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
建設コンサルタント業務等の契約状況についてです。右の円グラフに記載されているとおり、土木コンが約半数を占めており、その次に発注者支援業務、測量、地質の順となっている。契約の件数においては、ほぼ横ばいで推移していますが、契約金額については、年々増加し、5年前のH29年度と比較すると約１．４１倍となっております。
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■平均落札率・低入札契約率の推移

※予定価格100万円を超える価格競争入札及び総合評価落札方式のみ（単価契約を除く）。港湾空港を除く。

積算体系見直し（H23.4）
調査基準価格見直し（H29.4） 調査基準価格見直し（H31.4）

建設コンサルタント業務等（３業種）の低入札発生状況

（Ｒ５．３月末時点）

平均落札率
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
平均落札率については、８４％程度に横ばいで推移しています。低入札契約率について、業務においては、土木コンサル1件のみとなっています。
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発注件数（5業種） 不調・不落発生状況 不調・不落発生割合

■不調・不落の発生件数は４年間で、約1.7倍（R4/H30）と増加傾向となっている。（R4年度は、R３年度よりも改善）
■５業種区分（土木、測量、地質、建築、補償）のうち、土木コンサル業務が約７割を占めている。

建設コンサルタント業務等の不調・不落発生状況（５業種）

土木コンが約7割

■Ｒ４年度の傾向
○業務の不調・不落件数の78件のうち、不落が約１割、不調は約９割（68件が応募なし(52件)又は途中辞退等(16件)による不調）。

○不調・不落の発生時期
業務の発注件数1,659件のうち、第一四半期の発注件数は1,003件(60%)だが、不調件数は17件(21.8%)と比較的少ない。
第二四半期以降の発注件数は656件(40%)であるが、不調件数61件(78.2%)と増加。

○発注金額
不調・不落件数のうち、 5,000万円未満が67件（86%）、 5,000万円以上が11件（14%）。

○発注方式の別
不調・不落件数の78件のうち、 プロポ「検討業務等」が33件（42%）、総合評価「設計業務等」が45件（58%）。

■応募しなかった理由（ダウンロード者に発注事務所がヒアリング）
○技術者の確保が困難であり、業務実施体制が整わない。
○実績が無く参加を断念した。
○手持ち業務が多く履行できる余裕がない。
○履行期間が短く、自社の見積と乖離があった。
○その他（情報収集など）

・・・・・・42.3％
・・・・・・23.1％
・・・・・・15.4％
・・・・・・ 7.7％
・・・・・・11.5％ （Ｒ５．３月末時点） 5

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
不調・不落の発生状況についてH29年度からR3年度にかけて、不調・不落の発生状況については、35件～108件と、約３倍増加している。業種別に見た場合、土木コンサルが約7割を占め、不調・不落については、殆ど土木コンサル業務となっている。また、不調と不落の傾向としては、不落が2割、不調が8割と、応募無しによる不調が多くみられる。
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2.令和５年度 入札・契約、総合評価の実施方針

〔コンサルタント業務等〕

令和５年度の実施方針
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知

識

構想力 ・ 応用力

土地区画整理測量

数値図化（デジタルマッピング）

画像解析／計測／判読②
【計測を主とするもの】

データ共有／総合GIS

深浅測量①
【高い精度を求めるなど技術的に高度なもの】

空中写真測量

航空レーザ測量

GIS/CADデータ化

写真地図作成（デジタルオルソ）

航空レーザ測量（応用解析含む）②
【応用解析を含むもの】

都市計画図

基盤地図情報作成

地図編集（特殊ケース）

その他の応用測量②
（主題図データファイル作成）

【計測を主とするもの】

移動計測車両による測量②
【計測を主とするもの】

航空レーザ測量（応用解析含む）①
【応用解析を含んだ上で使用目的に

後工程（GIS、3次元地形等）があるもの】

画像解析／計測／判読①
【判読を主とするもの。また、使用目的に
後工程（GIS、3次元地形等）があるもの】

その他の応用測量①
（主題図データファイル作成）

【解析のための判読を主とするもの】

修正測量

各種台帳作成①
【地形測量と調書を主とするもの以外】

移動計測車両による測量①
【応用解析を主とするもの。また、使用目的に

後工程（GIS、3次元地形等）があるもの】

地籍測量①
【国土調査法第10条2項による作業】

水文観測②
【高度な観測手法を用いるもの

（ADCP計測による観測（解析を含まないもの）等）】

水文観測①
【ADCP計測、画像解析等
を用い解析を含むもの】

プロポーザル方式

三次元点群測量（UAV写真測量、地上
レーザ測量、UAVレーザ測量）

発注方式選定表の改定：測量調査

総合評価落札
方式（簡易型）

総合評価落札方式
（簡易型・標準型）

基準点測量※

現地測量（地形測量） ※

水準測量※

定期縦横断測量※

地図編集

既成図数値化

深浅測量②
【標準的なもの】

一筆調査（E工程）

各種台帳作成②
【地形測量を主とするもの】

用地測量※

路線測量※
復旧測量※

河川測量※

地籍測量②
【国土調査法第10条2項による作業を除く】

水文観測③
【標準的な観測手法によるもの】

※発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会 業務・マネジメント部会（令和４年度第１回） 資料から加筆修正
関東地方整備局では、本省が示す価格競争方式を総合評価落札方式（簡易型）で運用

※印の工種は、
三次元点群測量
を含む。

7
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プロポ 総合評価（標準型） 総合評価（簡易型）

比較的規模が小※１ 必要に応じて実施

その他 ×

比較的規模が小※１ 積極的に実施

その他 ×

※１　：　概ね1,500万円以下が目安

プロポ 総合評価（標準型） 総合評価（簡易型） プロポ 総合評価（標準型） 総合評価（簡易型）※２ 総合評価（簡易型）※３

比較的規模が小※１ 必要に応じて実施 必要に応じて実施 必要に応じて実施

その他 × × ×

比較的規模が小※１ 積極的に実施 積極的に実施

その他 × ×

※１　：　概ね1,500万円以下が目安 ▲

※２　：　概ね上図（発注方式事例）の①が適用される業務 今回見直し（拡充）

※３　：　概ね上図（発注方式事例）の②が適用される業務

測量

見
直
し

（
拡
充

）
前

見
直
し

（
拡
充

）
後

××× ×

×

現場なし

現場あり

現場なし

現場あり

土木コンサル、測量、地質調査、補償コンサル

土木コンサル、 測量、地質調査、補償コンサル

×

▼

原則適用

【趣旨】地域企業の育成、確保

【対象】総合評価落札方式を採用し「地域要件」を設定する業務（本店縛りは簡易型が対象）

【概要】「測量業務」の「本店縛り」の適用対象を、「“簡易型”で発注する業務※（現地作業あり）」に拡充（原則）

※：下図（発注方式事例）②の範囲に該当する業務（業務内容等を勘案し、地域要件設定が適さない場合を除く） 【R2.8～】

継続      適切な地域要件の設定（一部拡充）

地域要件・本店縛り
○一定地域内における企業の「本店、支店又は営業所」の有無を評価する「地域要件の設定」を試行中

（業務の特性、内容等を勘案するとともに、十分な競争性（業務実施可能者数）が確保されるよう設定）
○本店縛りでは、一定地域内における企業の「本店」の有無を評価
○本店縛りは、これまで簡易型発注で比較的規模が小さい業務に適用していたが、Ｒ２年度からは、

測量業務については、規模にかかわらず、右図（発注方式事例）②の範囲に該当する業務に原則適用

①

②

①

① ②

現在試行中

発注方式事例

8
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◎発注方式事例における試行対象業務 凡例 ○：適用
×：適用しない

継続      適切な地域要件の設定（一部拡充）

現地作業
あり

現地作業
なし

各種台帳作成②【地形測量を主とするもの】 ○ × ➢道路台帳図で交通規制が困難な路線など、ＭＭＳを利用する事例

復旧測量※ ○ ×

水文観測③【標準的な観測手法によるもの】 ○ ×

現地測量【地形測量】 ※ ○ × ➢砂防事業など、現地作業が困難な箇所を航空レーザを利用する事例

水準測量※ ○ ×

定期縦横断測量※ ○ ×
➢河川縦横断測量など、航空レーザ測深機を利用する事例

（河川定期縦横断測量業務実施要領に準拠）

地図編集 × ×
➢i-constructionの一環として2次元地図→3次元地図として作成する事例

（設計用数値地形図データ作成仕様に準拠）

既成図数値化 × ×
➢GIS等で活用される地図データベースを作成する事例

（独自レイヤ設定や作成手法）

路線測量※ ○ × ➢交通規制が困難な路線など、MMSを利用する事例

基準点測量※ ○ ×

河川測量※ ○ ×
➢河川縦横断測量など、航空レーザ測深機を利用する事例

（河川定期縦横断測量業務実施要領に準拠）

用地測量※ ○ ×

地籍測量②【国土調査法第10条2項による作業を除く】 ○ ×
➢山村部の地籍測量など航空写真測量や航空レーザ測量を利用する事例

（リモートセンシング技術を用いた山村部の地籍調査マニュアルに準拠）

○ × ➢急流部や深度が深い箇所など、ロッド・レッド手法が困難で音響測深機を利用する事例

○ × ➢面的に3次元データを必要とする事例

一筆調査（E工程） ○ ×

下記に該当する業務は対象外
（実績を有する企業が複数あり、十分な競争性を確保できる場合は対象とすることも可）

発注方式事例　簡易型（１：１）

深浅測量②【標準的なもの】

対象

※印の工種は、三次元点群測量を含む

9
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本店縛りの実施概要(令和２年８月から)
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（単位：件） 【測量】

171件

(70.3%) 153件

(72.5%)

156件
(75.0%)

151件

(77.0%)

 継　続   適切な地域要件の設定（本店、支店又は営業所縛り） 試行状況

○測量業務において、本店縛りの適用対象を簡易型で発注する業務（現場作業あり）に拡充し、地域企業の育成確保
を目的とした試行を実施。
地域企業の育成確保を目的として試行している本店、支店又は営業所縛りの試行状況は、概ね横ばい。【R2.8～】

■本店の所在の有無を入札参加資格要件（本店縛り、本店、支店又は営業所縛り）での実施状況

※予定価格100万円未満の少額随契及び単価契約を除く。港湾空港を除く。Ｒ１～Ｒ４年度３月末時点

63

66
75

62

8

(12.7%)

8

(12.1%)
5

(6.7%)

8

(12.9%)

34

(54.0%)

40

(60.6%)

49

(65.3%)
27

(43.5%)

0件

10件

20件

30件

40件

50件

60件

70件

80件

R1 R2 R3 R4

（単位：件） 【地質】

42件

(66.7%)

48件

(72.7%)

54件
(72.0%)

35件
(56.4%)

■簡易型（１：１） 発注件数 ■本店縛りの件数 ■本店、支店又は営業所縛りの件数

土木コンサル、地質調査、補償コンサル 測量

プロポ 総合評価
（標準型）

総合評価
（簡易型） プロポ 総合評価

（標準型）
総合評価

（簡易型）※２
総合評価

（簡易型）※３

現場
なし

比較的規模
が小※１

× ×

必要に応じて
実施

× ×

必要に応じて
実施

必要に応じて
実施

その他 × × ×

現場
あり

比較的規模
が小※１

必要に応じて
実施

積極的に
実施 原則適用

その他 × ×

※１ 概ね1,500万円以下が目安
※２ 概ね右図（発注方式事例）の①が適用される業務
※３ 概ね右図（発注方式事例）の②が適用される業務

① ②

①

②

①

【参考－２】



国土交通省
関東地方整備局

3. MMSによる三次元点群データ等の提供事業
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令 和 ４ 年 ８ 月 19 日 

道路局道路交通管理課 

MMS による三次元点群データ等の提供事業を開始 

○ 国土交通省では、道路管理の効率化を図るため、平成 30 年度よりモービルマッピング

システム（以下「MMS」という。）による三次元点群データ等の収集・活用に取り組ん

でおります。 

○ 今般、公募により選定した（一財）日本デジタル道路地図協会を提供事業者として MMS

による三次元点群データ等の提供事業を開始することとしましたのでお知らせします。 

１．三次元点群データ等提供事業の概要 

道路交通上の諸課題の解決に向け、国土交通省が収集した三次元点群データ等を広く

公開し、民間企業等による多様なアプリケーション開発の促進を図ることとしています。 

２．データ提供の開始について 

データ提供を以下のとおり開始しますので、提供を希望される場合は、下記の提供事

業者までお問合せください。 

提供開始日：令和４年８月２２日（月）～ 

提供事業者：（一財）日本デジタル道路地図協会  市川、黒須 

TEL：03-3222-7990    FAX：03-3222-7991 

H P：https://www.drm.jp/pointcloud/ 

なお、配信単価は、下記のとおりです。 

配 信 単 価：5,100 円／km（計測延長） 

３．提供するデータについて 

国土交通省では、直轄国道全線の三次元点群データを順次取得しています。今回提供

を開始するのは、令和２年度までに処理等が完了した約 9,000km のデータとなります。

提供データは今後も順次拡大していく予定です。 

４．参考資料 

別添１：MMS（モービルマッピングシステム） 

問合せ先： 国土交通省 道路局 道路交通管理課 中西・小嶋 

TEL：03-5253-8111（内線 37432、37465） （課直通）TEL：03-5253-8484 FAX：03-5253-1617 
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MMS（モービルマッピングシステム）

ＧＮＳＳ（Global Navigation Satellite System(s)）
（汎地球測位航法衛星システム）

衛星を用いた測位システムの総称で、
継続的な位置取得により経路把握が可能

センシング装置を搭載した車両
GNSSイメージ

GNSS、レーザースキャナ、カメラなどの機器を搭載し、走行しながら3次元の道路
の形状・データを高精度で効率的に取得

IMU

レーザー
物体に照射したレーザ光の反射波に
より点群データの取得が可能

カメラ
取得した画像により地物等を判別し、
点群データに地物情報の付加が可能

カメラ画像点群データ

別添１
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